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情報化施工の普及に向けて 
～施工管理データを搭載した 

RTK-GNSSによる出来形管理の導入～ 
 

高度情報化研究センター   

情報基盤研究室 室長遠藤 和重 主任研究官梶田 洋規 研究官渡邉 賢一 

（キーワード） 情報化施工、施工管理、出来形管理、RTK-GNSS、トータルステーション（ＴＳ） 

 

１．はじめに 

現在、国土交通省では情報化施工の普及に向け

積極的に取り組んでおり、その1つに、測量機器の

トータルステーション(ＴＳ)に内蔵や接続された

PC端末に工事目的物（盛土など）の3次元設計デー

タ（施工管理データ）を入力することで、出来形

管理が効率的に行える「施工管理データを搭載し

たＴＳによる出来形管理」がある。 

本研究では、ＴＳに代え、測位衛星（米国のGPS

等）を用いて広範囲を1人で効率的に測量できる器

械であるRTK-GNSSを用いた出来形管理手法を

2010(平成22)年度に直轄工事へ導入すべく取り組

んでおり、本稿で紹介したい。 

 

２．試行工事における現場ニーズ  

これまで、土工を対象とした「施工管理データ

を搭載したＴＳ」に必要な性能を示す仕様書や出

来形管理要領(案)などを策定・公表しており、そ

れを受け、企業から製品化・販売され、実工事で

利用されている。しかし、出来形計測に必要な精

度確保のため、計測距離は３級ＴＳで100ｍ（２級

ＴＳで150ｍ）以内の制限があり、それを超える場

合、新たな基準点を設置する必要があるため、試

行工事において、計測距離に対する意見が寄せら

れている。 

 

３．RTK-GNSSによる出来形管理 

RTK-GNSSは、ＴＳに比べ、1つの基準点で広範囲

の測量が可能である。通常のGPSでは測量には精度

不足だが、座標が分かっている基準点に基地局を

設置し、その地点の測位誤差を計測地点の移動局

に伝送し、移動局の計測値を補正することで精度

向上を図る。 

実験や試行を通じ、1回の計測値では誤差が大き

い場合があるが、10回の平均値を用いることで土

工の出来形計測に利用可能な精度を確認できた。

また、基地局から１kmで必要な精度を確認できた

が、無線能力より500～700ｍが実用範囲である。 

 
図１ RTK-GNSSの原理 

 

４．おわりに 

2010(平成22)年度中に、開発企業に向け出来形

管理に必要な性能を示す仕様書などを、施工者や

発注者に向け本技術を用いた出来形管理要領(案)

などを公表する予定で、検討を進めている。 

RTK-GNSSは、ＴＳより広範囲の計測に向き、ま

た、重機もRTK-GNSSを利用した情報化施工の現場

では基地局を共有できる。一方、衛星の受信や無

線通信に向かない現場もあることから、現場状況

に応じて使い分けていくこととなる。 

最後に、試行をお願いした現場では、受発注者

共に多大なご協力を賜り感謝申し上げます。 

 

（ＴＳを用いた出来形管理 情報提供サイト） 

http://www.gis.nilim.go.jp/ts/index.html 

測位衛星（米ＧＰＳや露GLONASS)

①衛星信号
から算出した
座標値と既
知点の座標
値を比較し、
衛星信号か
ら座標を算出
する際の誤
差を割り出す。

②衛星信号によ
る誤差を移動局
へ通信する。

③移動局で計測し
た座標に、衛星信
号の誤差を加味し
て補正する。
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調査・設計業務における総合評価 

落札方式の運用改善について 
 

総合技術政策研究センター  

 建設マネジメント技術研究室 室長笛田 俊治 主任研究官服部 司 研究官多田 寛 
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１．価格点と技術点の得点状況 

調査・設計業務においては、2008(平成20)年度

に総合評価落札方式（以下、総合評価と呼ぶ。）

が本格的に導入され、国土交通省においては381

件の業務が総合評価により調達された。そこで、

価格と品質による総合的に優れた調達がなされて

いるかという観点から、総合評価の実施状況につ

いて分析を行った。 

総合評価の評価点の得点をみると技術点の最高

得点者が落札した割合は78.1%であり、技術競争が

優位な結果となった（図１）。一方、技術点の最

高得点者が最低価格で落札している割合は36.6%

に達している。また、技術点の配点比率が高くな

るにつれて最低価格者が落札した割合は57.7%か

ら15.8%に減少している。 

 

２．業務成績評定からみた品質向上 

総合評価を導入することによって業務成果の品

質向上が期待できるかといった観点から、業務成

績評定点について他の調達方式との比較を行った

（図２）。成績評定の得点率((評定点-65)/35)で

みると、総合評価の得点率は27.1％であり、価格

競争よりも1.7ポイント高くなっていることから、

総合評価の導入により品質向上の効果が期待でき

る。また、同得点率は技術点の配点比率が高いほ

ど良くなる傾向があり、配点比率1:3の業務

(27.9%)は1:1の業務(26.2%)よりも1.7ポイントと

高くなっている。 

 

図２ 調達方式別の業務成績評定点 

３．低入札対策 

総合評価値1位から3位までの応札者の技術点の

平均値を比較すると、42.8点～47.9点と5点程度の

差にとどまり、低入札により価格点の差で逆転す

るケースがみられた（配点比率1:1の場合、入札率

10%の差は価格点で6点差に相当）。今後、低入札

の場合の履行体制確認方法や技術点の差がつきや

すい評価方法について検討していく必要がある。 

４.成果の活用 

研究成果は、調査・設計等分野における品質確

保に関する懇談会において2008(平成20)年度の総

合評価年次報告として取りまとめられ報告された。 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/chousasekkei_

hinkakukon.html 

図１ 落札者の技術点と価格点の順位 
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１．はじめに 

現在、国土交通省では情報化施工の普及に向け

積極的に取り組んでおり、その1つに、測量機器の

トータルステーション(ＴＳ)に内蔵や接続された

PC端末に工事目的物（盛土など）の3次元設計デー

タ（施工管理データ）を入力することで、出来形

管理が効率的に行える「施工管理データを搭載し

たＴＳによる出来形管理」がある。 

本研究では、ＴＳに代え、測位衛星（米国のGPS

等）を用いて広範囲を1人で効率的に測量できる器

械であるRTK-GNSSを用いた出来形管理手法を

2010(平成22)年度に直轄工事へ導入すべく取り組

んでおり、本稿で紹介したい。 

 

２．試行工事における現場ニーズ  

これまで、土工を対象とした「施工管理データ

を搭載したＴＳ」に必要な性能を示す仕様書や出

来形管理要領(案)などを策定・公表しており、そ

れを受け、企業から製品化・販売され、実工事で

利用されている。しかし、出来形計測に必要な精

度確保のため、計測距離は３級ＴＳで100ｍ（２級

ＴＳで150ｍ）以内の制限があり、それを超える場

合、新たな基準点を設置する必要があるため、試

行工事において、計測距離に対する意見が寄せら

れている。 

 

３．RTK-GNSSによる出来形管理 

RTK-GNSSは、ＴＳに比べ、1つの基準点で広範囲

の測量が可能である。通常のGPSでは測量には精度

不足だが、座標が分かっている基準点に基地局を

設置し、その地点の測位誤差を計測地点の移動局

に伝送し、移動局の計測値を補正することで精度

向上を図る。 

実験や試行を通じ、1回の計測値では誤差が大き

い場合があるが、10回の平均値を用いることで土

工の出来形計測に利用可能な精度を確認できた。

また、基地局から１kmで必要な精度を確認できた

が、無線能力より500～700ｍが実用範囲である。 

 
図１ RTK-GNSSの原理 

 

４．おわりに 

2010(平成22)年度中に、開発企業に向け出来形

管理に必要な性能を示す仕様書などを、施工者や

発注者に向け本技術を用いた出来形管理要領(案)

などを公表する予定で、検討を進めている。 

RTK-GNSSは、ＴＳより広範囲の計測に向き、ま

た、重機もRTK-GNSSを利用した情報化施工の現場

では基地局を共有できる。一方、衛星の受信や無

線通信に向かない現場もあることから、現場状況

に応じて使い分けていくこととなる。 

最後に、試行をお願いした現場では、受発注者

共に多大なご協力を賜り感謝申し上げます。 

 

（ＴＳを用いた出来形管理 情報提供サイト） 

http://www.gis.nilim.go.jp/ts/index.html 
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②衛星信号によ
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へ通信する。

③移動局で計測し
た座標に、衛星信
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調査・設計業務における総合評価 

落札方式の運用改善について 
 

総合技術政策研究センター  

 建設マネジメント技術研究室 室長笛田 俊治 主任研究官服部 司 研究官多田 寛 

（キーワード） 総合評価落札方式、品質確保、調査・設計業務 

 

１．価格点と技術点の得点状況 

調査・設計業務においては、2008(平成20)年度

に総合評価落札方式（以下、総合評価と呼ぶ。）

が本格的に導入され、国土交通省においては381

件の業務が総合評価により調達された。そこで、

価格と品質による総合的に優れた調達がなされて

いるかという観点から、総合評価の実施状況につ

いて分析を行った。 

総合評価の評価点の得点をみると技術点の最高

得点者が落札した割合は78.1%であり、技術競争が

優位な結果となった（図１）。一方、技術点の最

高得点者が最低価格で落札している割合は36.6%

に達している。また、技術点の配点比率が高くな

るにつれて最低価格者が落札した割合は57.7%か

ら15.8%に減少している。 

 

２．業務成績評定からみた品質向上 

総合評価を導入することによって業務成果の品

質向上が期待できるかといった観点から、業務成

績評定点について他の調達方式との比較を行った

（図２）。成績評定の得点率((評定点-65)/35)で

みると、総合評価の得点率は27.1％であり、価格

競争よりも1.7ポイント高くなっていることから、

総合評価の導入により品質向上の効果が期待でき

る。また、同得点率は技術点の配点比率が高いほ

ど良くなる傾向があり、配点比率1:3の業務

(27.9%)は1:1の業務(26.2%)よりも1.7ポイントと

高くなっている。 

 

図２ 調達方式別の業務成績評定点 

３．低入札対策 

総合評価値1位から3位までの応札者の技術点の

平均値を比較すると、42.8点～47.9点と5点程度の

差にとどまり、低入札により価格点の差で逆転す

るケースがみられた（配点比率1:1の場合、入札率

10%の差は価格点で6点差に相当）。今後、低入札

の場合の履行体制確認方法や技術点の差がつきや

すい評価方法について検討していく必要がある。 

４.成果の活用 

研究成果は、調査・設計等分野における品質確

保に関する懇談会において2008(平成20)年度の総

合評価年次報告として取りまとめられ報告された。 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/chousasekkei_

hinkakukon.html 

図１ 落札者の技術点と価格点の順位 
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公共工事における総合評価方式の 

運用について 
 

総合技術政策研究センター             

建設マネジメント技術研究室 室長笛田 俊治 主任研究官塚原 隆夫 研究官多田 寛 

（キーワード） 入札・契約方式、工事、総合評価方式 

 

１． 研究の経緯 

国土交通省では、2005年4月に施行された「公共

工事の品質確保の促進に関する法律」を踏まえ、競

争参加者に技術提案等を求め、これらと価格を総合

的に考慮して落札者を決定する総合評価方式の適

用拡大を図っている。 

国総研では公共工事の各発注者の参考に資する

ため、「公共工事における総合評価方式活用ガイド

ライン（2005年9月）」等を策定している。その後、

総合評価方式の実施状況の分析や受発注者からの

意見・要望等を踏まえて、ガイドライン等の改定版

として、2007年3月に「総合評価方式適用の考え方」、

2008年3月に「総合評価方式の改善に向けて～より

適切な運用に向けた課題設定・評価の考え方～」を

それぞれとりまとめた。 

また、2008年10月より総合評価方式の導入に対す

る具体的な問題について、改善に向けた検討に資す

ることを目的に、公共工事の発注者及び受注者に対

しアンケート調査・ヒアリング調査を実施するとと

もに、当該アンケート調査及びヒアリング調査を踏

まえ、2009年3月に総合評価方式の改善方策につい

てとりまとめた。（以下、「2008年度とりまとめ」

という。） 

 

２．2008年度とりまとめの主なポイント 

(1) 実績を重視した総合評価方式の適用 

受発注者双方の入札契約手続きに伴う時間・事務

負担の軽減を図るため、技術的難易度の低い案件、

施工計画に各社の差が生じない案件について、施工

計画の提案や配置予定技術者のヒアリングを実績

評価で代替する簡易型（このような簡易型を「実績

重視型」という。）の総合評価方式を適用すること

とした。具体的には、以下の内容で実績重視型総合

評価方式を適用することとした。 

 

 

適用工事：簡易型を適用する工事のうち、比較

的小規模で、施工計画の工夫の余地が少

なく、これまでに施工した同種・類似工

事の実績で施工の確実性を十分評価で

きる工事 

実施手順：工事内容を勘案しつつ、「適用工事」

に該当するかどうか確認する。また、入

札公告～申請書・技術資料の提出、申請

書・技術資料の提出～入札に係る期間は、

それぞれ１週間程度とする 

評価方法：加算点上限の30点の範囲内で、評価

項目・配点を設定する 

(2) 技術提案の評価（採否）の通知 

受発注者間における評価の透明性の確保、受注

者の事務負担の軽減等を図るため、発注者側の事

務量の増大に配慮しつつ、参加資格確認通知に併

せて、入札前に技術提案に対する評価（採否）を

提案者側へ通知することとした。具体的には、以

下の内容で通知を試行することとした。 

適用工事：原則全ての工事（但し、発注者側業

務量を勘案しつつ、順次対象工事を

拡大する） 

通知時期：競争参加資格確認通知時点（通知書

の中に記載） 

通知内容：技術提案として出された内容のうち、

不採用（実施してはならない）とな

った事項を通知する。また、準備が

整った地方整備局等においては、採

用（実施して良い）項目のうち、加

点評価したか否かの通知も試行する 

 

【参考】 

2008年度とりまとめの内容については、国総研

ホームページの下記ＵＲＬを参照いただきたい。 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/index.htm 
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公共事業評価手法への適用 
 

総合技術政策研究センター  

建設マネジメント技術研究室 室長笛田 俊治 主任研究官服部 司 研究官松本 美紀 

（キーワード） 仮想的市場評価法（ＣＶＭ），公共事業評価手法  

 

１．研究経緯 

 公共事業における事業評価では、事業評価監視

委員会等から、より的確な評価を行うための評価

手法や評価結果の活用方法等の様々な課題が指摘

されている。 

 このような課題に対応し、公共事業評価制度の

改善を図るため、国土交通省では「公共事業評価

手法に関する検討会」を設置している。 

 2009年、建設マネジメント技術研究室では、同

検討会において、仮想的市場評価法（以下CVM; 

Contingent Valuation Method）の適用方法につい

て、国土交通省所管事業における、公共事業評価

にCVMを適用する際の考え方と留意点を事業分野

横断的に整理し、CVM適用の指針として提案した。 

 

２．CVMの適用に関する検討背景 

 近年の公共事業実施による効果として、経済効

率性の向上のみならず、自然環境の改善や快適性

の向上等が重要とされている。こうした効果は、

市場で価格が形成されないことから、非市場財的

効果と呼ばれ、これらの評価を事業の便益として

計測することは技術的根拠が課題となり困難であ

った。 

 このような便益の計測手法の一つであるCVMは、

これまで事業分野ごとに個別に検討されてきたた

め、CVMの適用方法等が事業分野間で整合性を保て

ないことが指摘されている。そのため、CVMを公共

事業評価手法に適用する際に、事業分野横断的に

留意すべき事項を、一般的な実施手順に沿って可

能な限り具体的に整理することが必要である。 

３．CVMの適用に関する提案内容 

 一般的なCVM実施手順をフローチャートにし、検

討が必要となる事項の概要と留意点が簡潔に理解

できるようにした。その実施手順に従い、CVMを実

施する際に最低限確認すべき事項を簡潔に取りま

とめたチェックリストを作成した。（表－1参照） 

 

表－1 チェックリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．成果の活用 

 本成果は、「仮想的市場評価法（CVM）適用の指

針」として反映され、個別公共事業評価において、

調査担当者がCVMを適切に実施するために活用さ

れるとともに、必要に応じて事業評価監視委員会

等でのCVM適用の妥当性の説明等にも活用される

ことを想定している。 

 

【参考URL】 

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/0907

13/090713.html 
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国づくりを支える総合的な手法の確立            ●成果の活用事例
 

 

公共工事における総合評価方式の 

運用について 
 

総合技術政策研究センター             

建設マネジメント技術研究室 室長笛田 俊治 主任研究官塚原 隆夫 研究官多田 寛 

（キーワード） 入札・契約方式、工事、総合評価方式 

 

１． 研究の経緯 

国土交通省では、2005年4月に施行された「公共

工事の品質確保の促進に関する法律」を踏まえ、競

争参加者に技術提案等を求め、これらと価格を総合

的に考慮して落札者を決定する総合評価方式の適

用拡大を図っている。 

国総研では公共工事の各発注者の参考に資する

ため、「公共工事における総合評価方式活用ガイド

ライン（2005年9月）」等を策定している。その後、

総合評価方式の実施状況の分析や受発注者からの

意見・要望等を踏まえて、ガイドライン等の改定版

として、2007年3月に「総合評価方式適用の考え方」、

2008年3月に「総合評価方式の改善に向けて～より

適切な運用に向けた課題設定・評価の考え方～」を

それぞれとりまとめた。 

また、2008年10月より総合評価方式の導入に対す

る具体的な問題について、改善に向けた検討に資す

ることを目的に、公共工事の発注者及び受注者に対

しアンケート調査・ヒアリング調査を実施するとと

もに、当該アンケート調査及びヒアリング調査を踏

まえ、2009年3月に総合評価方式の改善方策につい

てとりまとめた。（以下、「2008年度とりまとめ」

という。） 

 

２．2008年度とりまとめの主なポイント 

(1) 実績を重視した総合評価方式の適用 

受発注者双方の入札契約手続きに伴う時間・事務

負担の軽減を図るため、技術的難易度の低い案件、

施工計画に各社の差が生じない案件について、施工

計画の提案や配置予定技術者のヒアリングを実績

評価で代替する簡易型（このような簡易型を「実績

重視型」という。）の総合評価方式を適用すること

とした。具体的には、以下の内容で実績重視型総合

評価方式を適用することとした。 

 

 

適用工事：簡易型を適用する工事のうち、比較

的小規模で、施工計画の工夫の余地が少

なく、これまでに施工した同種・類似工

事の実績で施工の確実性を十分評価で

きる工事 

実施手順：工事内容を勘案しつつ、「適用工事」

に該当するかどうか確認する。また、入

札公告～申請書・技術資料の提出、申請

書・技術資料の提出～入札に係る期間は、

それぞれ１週間程度とする 

評価方法：加算点上限の30点の範囲内で、評価

項目・配点を設定する 

(2) 技術提案の評価（採否）の通知 

受発注者間における評価の透明性の確保、受注

者の事務負担の軽減等を図るため、発注者側の事

務量の増大に配慮しつつ、参加資格確認通知に併

せて、入札前に技術提案に対する評価（採否）を

提案者側へ通知することとした。具体的には、以

下の内容で通知を試行することとした。 

適用工事：原則全ての工事（但し、発注者側業

務量を勘案しつつ、順次対象工事を

拡大する） 

通知時期：競争参加資格確認通知時点（通知書

の中に記載） 

通知内容：技術提案として出された内容のうち、

不採用（実施してはならない）とな

った事項を通知する。また、準備が

整った地方整備局等においては、採

用（実施して良い）項目のうち、加

点評価したか否かの通知も試行する 

 

【参考】 

2008年度とりまとめの内容については、国総研

ホームページの下記ＵＲＬを参照いただきたい。 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/index.htm 
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仮想的市場評価法（CVM）の 

公共事業評価手法への適用 
 

総合技術政策研究センター  

建設マネジメント技術研究室 室長笛田 俊治 主任研究官服部 司 研究官松本 美紀 

（キーワード） 仮想的市場評価法（ＣＶＭ），公共事業評価手法  

 

１．研究経緯 

 公共事業における事業評価では、事業評価監視

委員会等から、より的確な評価を行うための評価

手法や評価結果の活用方法等の様々な課題が指摘

されている。 

 このような課題に対応し、公共事業評価制度の

改善を図るため、国土交通省では「公共事業評価

手法に関する検討会」を設置している。 

 2009年、建設マネジメント技術研究室では、同

検討会において、仮想的市場評価法（以下CVM; 

Contingent Valuation Method）の適用方法につい

て、国土交通省所管事業における、公共事業評価

にCVMを適用する際の考え方と留意点を事業分野

横断的に整理し、CVM適用の指針として提案した。 

 

２．CVMの適用に関する検討背景 

 近年の公共事業実施による効果として、経済効

率性の向上のみならず、自然環境の改善や快適性

の向上等が重要とされている。こうした効果は、

市場で価格が形成されないことから、非市場財的

効果と呼ばれ、これらの評価を事業の便益として

計測することは技術的根拠が課題となり困難であ

った。 

 このような便益の計測手法の一つであるCVMは、

これまで事業分野ごとに個別に検討されてきたた

め、CVMの適用方法等が事業分野間で整合性を保て

ないことが指摘されている。そのため、CVMを公共

事業評価手法に適用する際に、事業分野横断的に

留意すべき事項を、一般的な実施手順に沿って可

能な限り具体的に整理することが必要である。 

３．CVMの適用に関する提案内容 

 一般的なCVM実施手順をフローチャートにし、検

討が必要となる事項の概要と留意点が簡潔に理解

できるようにした。その実施手順に従い、CVMを実

施する際に最低限確認すべき事項を簡潔に取りま

とめたチェックリストを作成した。（表－1参照） 

 

表－1 チェックリスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．成果の活用 

 本成果は、「仮想的市場評価法（CVM）適用の指

針」として反映され、個別公共事業評価において、

調査担当者がCVMを適切に実施するために活用さ

れるとともに、必要に応じて事業評価監視委員会

等でのCVM適用の妥当性の説明等にも活用される

ことを想定している。 

 

【参考URL】 

http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/0907

13/090713.html 
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●資料 
 

主な災害調査 
 

 

 

 

１ 2009年(平成21年)に発生した竜巻による建築物の被害調査報告 

2009年(平成21年)には7月に岡山県美作市(藤田スケールF2)と群馬県館林市(F1又はF2)、10月に茨城県土

浦市(F1)で竜巻による建築物被害が相次いで発生した。竜巻の突風による代表的な被害状況を把握するため、

評価システム研究室では（独）建築研究所と合同で現地調査を実施した。木造建築物では屋根小屋組の著し

い損壊のほか、屋根瓦のずれ又は飛散が代表的な被害事例である。そして屋根各部のほか、シャッターや窓

サッシ等の大きな開口部の損壊、開口部や壁面等への飛散物による衝突痕も多く認められた。これらの調査

の詳細については、国総研ホームページ（http://www.nilim.go.jp/）に掲載している。 

 総合技術政策研究センター 評価システム研究室 主任研究官  喜々津 仁密 

 

２ 2009年7月21日の大雨により山口県防府市で発生した土砂災害 

2009年7月21日の大雨により山口県防府市では崩壊・土石流が多発し、死者14名に及ぶ甚大な被害が発生

した。国総研では、災害発生翌日から上空、地上からの災害状況の把握および復旧に向けた技術指導、2次

災害防止のための土石流検知センサーの設置に関する技術指導を行った。本災害は100km2の比較的狭い範囲

に崩壊・土石流が集中しており、特に花崗岩質岩石の地質の地域、木本が疎な地域において顕著に崩壊・土

石流が発生していることが確認された。山口県が今後の防災対策について取りまとめた「7月21日豪雨災害

を踏まえた今後の防災対策のあり方」の検討にあたって、国総研が技術的助言を行っている。 

 危機管理技術研究センター 砂防研究室 研究官 林 真一郎 

 

３ 2009年(平成21年)8月11日に駿河湾で発生した地震における道路橋の被災状況調査 

2009年(平成21年)8月11日5時7分頃、駿河湾を震源とするM6.5（最大震度6弱）の地震が発生した。顕著な

盛土崩壊のみられた静岡県の東名高速自動車道（菊川ＩＣ～吉田ＩＣ間）を中心に道路構造物等の被災状況

の調査を行った。牧ノ原ＰＡ付近では盛土区間で路肩を含む上り車線が延長約40ｍに渡り崩落するとともに

周辺の舗装に多数の縦ひびわれが確認された。一方、周辺の道路橋では軽微な伸縮装置の遊間異常と橋台取

付部の路面段差が確認されたのみで構造安全性に係わる顕著な異常はみられなかった。 

 道路研究部 道路構造物管理研究室長 玉越 隆史、研究官 北村 岳伸、部外研究員 藤田 知高 

 

４ Typhoon Morakotによる台湾の災害調査 

2009年8月に台湾を襲ったTyphoon Morakot（台風8号）は、台湾南部、東部を中心に3日間で3000mmという

歴史的な豪雨をもたらした。この豪雨のため、山間部での土砂災害などにより700名以上の犠牲者をだして

いる。特に高雄県小林村では、集落の背後にある斜面が大規模に崩壊し、さらに崩壊土砂が形成した天然ダ

ムの決壊に伴う洪水により、集落がほぼ全滅する被害を被った。総雨量が大きくなると、各箇所の土砂災害

規模が巨大化するとともに、各種災害が同時複合的に発生する危険性が高まることが示された。 

危機管理技術研究センター 土砂災害研究官 西 真佐人 

●資料 
 

主な国際会議開催 
 

 

 

 

１ 第10回日英道路ワークショップ（英国：2009年1月26日～27日） 

標記ワークショップは、英国交通省（DｆT）と国土交通省の間で締結した「道路科学技術に関する協定」

に基づき、国総研道路研究室と英国道路庁（HA）を事務局として1998年より毎年開催しているものである。

今回は、2009年1月ロンドンにおいて開催し、ITS、環境、業績評価及び道路の時間信頼性評価手法等を討議

テーマに設定し、両国の最新の取組について意見交換を行った。ワークショップ2日目の午後は、ロンドン

交通管理センターを見学し、世界最大規模の動的信号制御（SCOOT）による交通管理等ついて説明を受けた。 

 道路研究部 道路研究室 主任研究官 関谷 浩孝 

 

２ 第25回日米橋梁ワークショップ（日本：2009年10月19日～21日） 

本ワークショップは、天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）の耐風・耐震構造専門部会の下に設

けられた作業部会G（交通システム）の活動として、日米交互開催で毎年行われている。今回は、つくばで

開催され、耐震性能の評価手法、耐震補強や急速施工などの施工技術、点検から更新まで合理的維持管理手

法などを中心に、論文発表（日本側16編、米国側13編）、討議及び意見交換等を行った。またワークショッ

プに併せて双方の政府関係機関による二国間会議を開催した。ここでは点検手法や健全性評価などの維持管

理手法や地震災害発生後の対応手法に関する意見交換を行い、継続的な情報交換を行うことを確認した。 

 道路研究部 道路構造物管理研究室長 玉越 隆史 

 

３ 土砂災害危機管理に関する日伊シンポジム(日本：2009年10月27日) 

   砂防研究室は、イタリア共和国国家研究評議会(CNR)と共同で2004年（平成16年）より「水文地質学的リス

クに関する文献、研究及び研修のための日伊共同研究所に関する取極め」、2008年（平成20年）より「土砂

災害ハザード評価と対策」に関するプロジェクトを進めてきた。特に「土砂災害ハザード評価と対策」は、

日伊科学技術協力協定に基づいて開催された第9回日伊科学技術協力合同委員会において、エグゼクティ

ブ・プロジェクトとして採択され、2009（平成21）年度に終了する予定である。そこで、2009年（平成21年）

10月27日に三田共用会議所で「土砂災害危機管理に関する日伊シンポジウム」を開催したところ、イタリア

共和国代表団6名と一般の方を含めて計57名の方が参加し、特に地震による土砂災害に対する危機管理(リス

ク・ガバナンス)について討論した。 

危機管理技術研究センター 砂防研究室 主任研究官 水野 秀明 

 

４ 第18回アジア地域国土整備関係研究所長等会議（日本：2009年11月10日～17日） 

   国土交通省国土技術政策総合研究所（以下、NILIMという。）とインドネシア国公共事業省道路・橋梁研究

所(Research and Development Center for Roads and Bridges, Research and Development Agency, Ministry 

of Public Works, Indonesia)（以下、RDCRBという。）とは、「第18回アジア地域国土整備関係研究所長等

会議」（テーマ：地域の実情や課題に応じた独創的な道路政策）において研究協力に関する覚書を締結した。 

   今後、RDCRBとNILIMは、本覚書の締結に基づき、当所とアジア地域との連携強化や国際的な人的ネットワ

ーク形成の観点から、共同で技術セミナーを開催するなど両研究所の継続的な研究情報の交換や研究者の交

流等を積極的に行い、アジア地域の成長を技術面からサポートしていく予定である。 

企画部 国際研究推進室 国際交流専門職 中山 喜志夫  
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主な災害調査 
 

 

 

 

１ 2009年(平成21年)に発生した竜巻による建築物の被害調査報告 

2009年(平成21年)には7月に岡山県美作市(藤田スケールF2)と群馬県館林市(F1又はF2)、10月に茨城県土

浦市(F1)で竜巻による建築物被害が相次いで発生した。竜巻の突風による代表的な被害状況を把握するため、

評価システム研究室では（独）建築研究所と合同で現地調査を実施した。木造建築物では屋根小屋組の著し

い損壊のほか、屋根瓦のずれ又は飛散が代表的な被害事例である。そして屋根各部のほか、シャッターや窓

サッシ等の大きな開口部の損壊、開口部や壁面等への飛散物による衝突痕も多く認められた。これらの調査

の詳細については、国総研ホームページ（http://www.nilim.go.jp/）に掲載している。 

 総合技術政策研究センター 評価システム研究室 主任研究官  喜々津 仁密 

 

２ 2009年7月21日の大雨により山口県防府市で発生した土砂災害 

2009年7月21日の大雨により山口県防府市では崩壊・土石流が多発し、死者14名に及ぶ甚大な被害が発生

した。国総研では、災害発生翌日から上空、地上からの災害状況の把握および復旧に向けた技術指導、2次

災害防止のための土石流検知センサーの設置に関する技術指導を行った。本災害は100km2の比較的狭い範囲

に崩壊・土石流が集中しており、特に花崗岩質岩石の地質の地域、木本が疎な地域において顕著に崩壊・土

石流が発生していることが確認された。山口県が今後の防災対策について取りまとめた「7月21日豪雨災害

を踏まえた今後の防災対策のあり方」の検討にあたって、国総研が技術的助言を行っている。 

 危機管理技術研究センター 砂防研究室 研究官 林 真一郎 

 

３ 2009年(平成21年)8月11日に駿河湾で発生した地震における道路橋の被災状況調査 

2009年(平成21年)8月11日5時7分頃、駿河湾を震源とするM6.5（最大震度6弱）の地震が発生した。顕著な

盛土崩壊のみられた静岡県の東名高速自動車道（菊川ＩＣ～吉田ＩＣ間）を中心に道路構造物等の被災状況

の調査を行った。牧ノ原ＰＡ付近では盛土区間で路肩を含む上り車線が延長約40ｍに渡り崩落するとともに

周辺の舗装に多数の縦ひびわれが確認された。一方、周辺の道路橋では軽微な伸縮装置の遊間異常と橋台取

付部の路面段差が確認されたのみで構造安全性に係わる顕著な異常はみられなかった。 

 道路研究部 道路構造物管理研究室長 玉越 隆史、研究官 北村 岳伸、部外研究員 藤田 知高 

 

４ Typhoon Morakotによる台湾の災害調査 

2009年8月に台湾を襲ったTyphoon Morakot（台風8号）は、台湾南部、東部を中心に3日間で3000mmという

歴史的な豪雨をもたらした。この豪雨のため、山間部での土砂災害などにより700名以上の犠牲者をだして

いる。特に高雄県小林村では、集落の背後にある斜面が大規模に崩壊し、さらに崩壊土砂が形成した天然ダ

ムの決壊に伴う洪水により、集落がほぼ全滅する被害を被った。総雨量が大きくなると、各箇所の土砂災害

規模が巨大化するとともに、各種災害が同時複合的に発生する危険性が高まることが示された。 

危機管理技術研究センター 土砂災害研究官 西 真佐人 
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主な国際会議開催 
 

 

 

 

１ 第10回日英道路ワークショップ（英国：2009年1月26日～27日） 

標記ワークショップは、英国交通省（DｆT）と国土交通省の間で締結した「道路科学技術に関する協定」

に基づき、国総研道路研究室と英国道路庁（HA）を事務局として1998年より毎年開催しているものである。

今回は、2009年1月ロンドンにおいて開催し、ITS、環境、業績評価及び道路の時間信頼性評価手法等を討議

テーマに設定し、両国の最新の取組について意見交換を行った。ワークショップ2日目の午後は、ロンドン

交通管理センターを見学し、世界最大規模の動的信号制御（SCOOT）による交通管理等ついて説明を受けた。 

 道路研究部 道路研究室 主任研究官 関谷 浩孝 

 

２ 第25回日米橋梁ワークショップ（日本：2009年10月19日～21日） 

本ワークショップは、天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）の耐風・耐震構造専門部会の下に設

けられた作業部会G（交通システム）の活動として、日米交互開催で毎年行われている。今回は、つくばで

開催され、耐震性能の評価手法、耐震補強や急速施工などの施工技術、点検から更新まで合理的維持管理手

法などを中心に、論文発表（日本側16編、米国側13編）、討議及び意見交換等を行った。またワークショッ

プに併せて双方の政府関係機関による二国間会議を開催した。ここでは点検手法や健全性評価などの維持管

理手法や地震災害発生後の対応手法に関する意見交換を行い、継続的な情報交換を行うことを確認した。 

 道路研究部 道路構造物管理研究室長 玉越 隆史 

 

３ 土砂災害危機管理に関する日伊シンポジム(日本：2009年10月27日) 

   砂防研究室は、イタリア共和国国家研究評議会(CNR)と共同で2004年（平成16年）より「水文地質学的リス

クに関する文献、研究及び研修のための日伊共同研究所に関する取極め」、2008年（平成20年）より「土砂

災害ハザード評価と対策」に関するプロジェクトを進めてきた。特に「土砂災害ハザード評価と対策」は、

日伊科学技術協力協定に基づいて開催された第9回日伊科学技術協力合同委員会において、エグゼクティ

ブ・プロジェクトとして採択され、2009（平成21）年度に終了する予定である。そこで、2009年（平成21年）

10月27日に三田共用会議所で「土砂災害危機管理に関する日伊シンポジウム」を開催したところ、イタリア

共和国代表団6名と一般の方を含めて計57名の方が参加し、特に地震による土砂災害に対する危機管理(リス

ク・ガバナンス)について討論した。 

危機管理技術研究センター 砂防研究室 主任研究官 水野 秀明 

 

４ 第18回アジア地域国土整備関係研究所長等会議（日本：2009年11月10日～17日） 

   国土交通省国土技術政策総合研究所（以下、NILIMという。）とインドネシア国公共事業省道路・橋梁研究

所(Research and Development Center for Roads and Bridges, Research and Development Agency, Ministry 

of Public Works, Indonesia)（以下、RDCRBという。）とは、「第18回アジア地域国土整備関係研究所長等

会議」（テーマ：地域の実情や課題に応じた独創的な道路政策）において研究協力に関する覚書を締結した。 

   今後、RDCRBとNILIMは、本覚書の締結に基づき、当所とアジア地域との連携強化や国際的な人的ネットワ

ーク形成の観点から、共同で技術セミナーを開催するなど両研究所の継続的な研究情報の交換や研究者の交

流等を積極的に行い、アジア地域の成長を技術面からサポートしていく予定である。 

企画部 国際研究推進室 国際交流専門職 中山 喜志夫  

� ●資料



- 104 -

主な行事名

2009 ／ 1 ／ 20 日本・ニュージーランド火山防災フォーラム（東京）

2009 ／ 1 ／ 22 第3回遊戯施設安全技術委員会（浦安市）

2009 ／ 1 ／ 26 日英道路科学技術に関するワークショップ（ロンドン）

2009 ／ 1 ／ 27 国際シンポジウム「日本近海における海洋環境保全ー陸域対策のための研究パートナー
シップ」（京都）

2009 ／ 3 ／ 2～6 第5回日米水道水質管理及び下水道技術に関する政府間会議（ラスベガス）

2009 ／ 4 ／ 14，19 平成21年度科学技術週間における一般公開
（4/14国総研旭庁舎／土研　4/19国総研立原庁舎／建研）

2009 ／ 5 ／ 18～20 UJNR耐風・耐震構造専門部会第41回合同部会（つくば）

2009 ／ 6 ／ 17 平成21年度国土技術政策総合研究所研究発表会（東京）

2009 ／ 6 ／ 18～20 平成21年度第1回研究評価委員会（東京）

2009 ／ 7 ／ 14 社会資本のライフ・サイクル・アセスメントに関するシンポジウム（東京）

2009 ／ 7 ／ 15 平成21年度第1回研究評価委員会分科会（東京）

2009 ／ 7 ／ 22 平成21年度第2回研究評価委員会分科会（東京）

2009 ／ 7 ／ 24 平成21年度第3回研究評価委員会分科会（東京）

2009 ／ 7
8
／ 29

1
つくばちびっ子博士見学会
（7/29　国総研旭庁舎／土研　7/29,8/1 国総研立原庁舎／建研）

2009 7 31 地震防災技術特別講演会（東京）

2009 ／ 8 ／ 1 夏の一般公開（国総研横須賀庁舎／港空研）

2009 ／ 9 ／ 21～25 ＩＴＳ世界会議及び二国間会議（ストックホルム）

2009 ／ 9 ／ 29 水災害リスク軽減のための100年戦略フォーラム（東京）

2009 ／ 9
10

／ 30
1

リスクに基づく洪水対策手法に関する4カ国共同研究国際ワークショップ（つくば）

2009 ／ 10 ／ 19～21 第25回日米橋梁ワークショップ（つくば）

2009 ／ 10 ／ 27 日伊シンポジウム「自然災害に立ち向かうためのリクスマネジメントとガバナンス」
（東京）

2009 ／ 10 ／ 29～30 平成21年度国土交通省国土技術研究会（東京）

2009 ／ 11 ／ 10～17 第18回アジア地域国土整備関係研究所長等会議（つくば、四国地方）

2009 ／ 11 ／ 14 一般公開「土木の日」（国総研旭庁舎／土研）

2009 ／ 12 ／ 2 平成21年度国土技術政策総合研究所講演会（東京）

日付

この１年の主な行事　

●資料
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番号 タ  　　イ  　　ト　　ル 課　室　等　名 執　筆　者　名 刊行年 月

37 東アジア圏を中心とした国際海上コンテナ貨物流動シミュレーションモデルの構築 港湾システム研究室 柴崎隆一，渡部富博 2009 1

38 空港近接地域における需要分析のための国内航空市場モデルの構築 空港計画研究室 石倉智樹，丹生清輝 2009 1

番号 タ  　　イ  　　ト　　ル 課　室　等　名 執　筆　者　名 刊行年 月

494
コンテナ船およびRORO貨物船の燃料消費量と長距離内航RORO貨物船輸送における燃料価格
上昇の影響

沿岸防災研究室 鈴木　武 2009 1

495 デルファイ法に基づく国際経済・交通に関する将来シナリオの設定【英語版】 港湾システム研究室

柴崎隆一,石倉智樹,安部智久,
渡部富博,山根隆行,吉田恒昭,
阿部一知,根本敏則,花岡伸也,
小野憲司

2009 1

496 NILIM-AISによるコンテナバースへの着岸・離岸のための泊地規模に関する分析 港湾計画研究室 高橋宏直,  柳原啓二 2009 1

497 我が国貨物の国際・国内海上輸送によるCO2排出量の推計 港湾システム研究室 赤倉康寛，鈴木武，松尾智征 2009 1

498 東アジアの航空ネットワークにおける国際航空貨物流動変化に関するシナリオ分析 空港計画研究室 石倉智樹，丹生清輝 2009 1

499
国際空港の機能低下に対する基礎的検討（その２）-我が国経済における直接損失とその波及
影響-

空港研究部 池田秀文，石倉智樹，安部智久 2009 1

500 NILIM-AISによる荒天時の泊地規模に関する分析 港湾計画研究室 高橋宏直，後藤健太郎 2009 1

501 経済連携の進展による貿易・経済動向の予測結果 港湾システム研究室
高橋宏直，笹山博，石倉智樹，
柴崎隆一，渡部富博，丹生清輝

2009 1

502 腐食の進行を考慮した矢板式岸壁のライフサイクルコストの簡易評価法に関する研究 港湾施設研究室 長尾　毅 2009 1

503
重点サンプリング法を用いたモンテカルロシミュレーションによる防波堤の累積滑動量に対する
破壊確率評価の効率化に関する研究

港湾施設研究室 長尾　毅 2009 1

505 土工におけるトータルステーションを用いた出来形管理の検討 情報基盤研究室 金澤文彦，田中洋一，神原明宏 2009 1

506 わが国の街路樹　Ⅵ 緑化生態研究室 緑化生態研究室 2009 1

507 電子地図／建設情報連携のための技術資料 情報基盤研究室
金澤文彦，青山憲明，坂森計則，
渡辺完弥，今井龍一

2009 1

508 建築基準法，住宅品質確保促進法等技術基準資料（第4集） 建築研究部，住宅研究部 建築研究部，住宅研究部 2009 1

509 建築基準法の定期報告制度に基づく東京都の防災設備の維持管理状況に関する調査 防火基準研究室
成瀬友宏，河野守，山名俊男，
五頭辰紀

2009 3

510 重要インフラ間の相互依存構造のモデル化と地震被害波及シミュレーション 地震防災研究室
片岡正次郎，鶴田舞，
小路泰広

2009 2

511
地震時の急傾斜地崩壊危険箇所危険度評価マニュアル（案）
（個別箇所における危険度評価手法）に関する研究

砂防研究室
小山内信智，秋山一弥，
松下智祥

2009 1

512
世界の水問題解決に向けた国連世界水アセスメント計画（WWAP)の役割と日本の国際的地位向
上に関する研究

河川環境研究室 今村能之 2009 1

513 中低速移動体へのRTK-GPS適用化技術の開発に関する技術資料 情報基盤研究室
金澤文彦，有村真二，
湯浅直美

2009 1

514 中低速移動体へのRTK-GPS適用化技術の開発に関する技術資料　- ソフトウェア仕様書 - 情報基盤研究室
金澤文彦，有村真二，
湯浅直美

2009 1

515
公平性の観点からみた中国地方の高速道路ネットワークの計画策定の経緯と検証
- 空間的応用一般均衡モデルを利用した帰着便益計測 -

建設経済研究室 門間俊幸 2009 1

516 砂防事業に関する調査・研究の動向（その５）

国土技術政策総合研究所
危機管理技術研究センター
砂防研究室，
（独）土木研究所　土砂管理研究
グループ

国土技術政策総合研究所
危機管理技術研究センター
砂防研究室，
（独）土木研究所　土砂管理研究グ
ループ

2009 1

517 砂防事業に関する調査・研究の動向（その６）

国土技術政策総合研究所
危機管理技術研究センター
砂防研究室，
(独）土木研究所
土砂管理研究グループ

国土技術政策総合研究所
危機管理技術研究センター
砂防研究室，
(独）土木研究所
土砂管理研究グループ

2009 1

国総研研究報告・資料・プロジェクト研究報告リスト

<研究報告>

<資料>
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番号 タ  　　イ  　　ト　　ル 課　室　等　名 執　筆　者　名 刊行年 月

518
土砂災害警戒情報と警戒避難に関する住民アンケート調査
- 平成19年梅雨前線豪雨及び台風4号，台風9号について -

砂防研究室
西本晴男，小山内信智，
小嶋伸一，千田容嗣

2009 2

519 国土交通省河川砂防技術基準同解説計画編（英訳） 河川研究室
金澤裕勝，吉谷純一（土研），新宅幸
夫

2009 2

520 地域社会の持続性に関する研究 建設経済研究室
川崎秀明，鈴木学，
門間俊幸，大橋幸子

2009 2

521
ダムと下流河川の物理環境との関係についての捉え方
 - 下流河川の生物・生態系との関係把握に向けて -

環境研究部，
（独）土木研究所　水環境研究グ
ループ河川生態チーム，自然共
生センター

環境研究部，
（独）土木研究所　水環境研究グルー
プ河川生態チーム，自然共生セン
ター

2009 2

522 迫川で形成した河道閉塞（天然ダム）の危険度評価に関する考察 砂防研究室 水野秀明，小山内信智 2009 3

523
道路橋の計画的管理に関する調査研究
-橋梁マネジメントシステム(BMS)-

道路構造物管理研究室
玉越隆史，大久保雅憲，
渡辺陽太

2009 3

524 空港からの二酸化炭素排出量の算定と削減効果の推移 空港計画研究室 丹生清輝，磯部　賢 2009 3

525 北東アジアにおける三大バルク貨物の輸送動向の分析 港湾システム研究室 赤倉康寛，二田義規，渡部富博 2009 3

526 レベル１地震動に対する重力式岸壁の残留変形量に関する信頼性指標の簡易評価法 港湾施設研究室 安田将人，長尾　毅 2009 3

527 重力式岸壁の簡易耐震照査手法に関する基礎的研究 港湾施設研究室 桒原直範，長尾　毅 2009 3

528 海上輸送を中心とした最近のサプライチェインセキュリティの動向 国際業務研究室
岩瀬美奈子，安部智久，宮地豊，
関裕

2009 3

529 NILIM-AISによる荒天時の泊地規模に関する分析（その２） 港湾計画研究室 高橋宏直，後藤健太郎 2009 3

530 がけ崩れ災害の実態 砂防研究室
小山内信智，冨田陽子，
秋山一弥，松下智祥

2009 3

531 下水道管路施設埋め戻し部へのセメント系改良土の適用に関する検討報告書 下水道研究室 深谷渉，榊原隆 2009 4

532
自律移動支援システムに関する技術仕様（案）
－自律移動支援プロジェクト技術検討会議の審議を踏まえた技術的検討成果の取りまとめ－

道路空間高度化研究室
布村明彦，佐藤浩，金子正洋，
中洲啓太

2009 5

533 公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイドライン　解説 道路環境研究室
溝口宏樹，五道仁実，勝又賢人，
鈴木優，曽根真理，下田潤一

2009 6

534
道路環境影響評価の技術手法
7．水質7.4　切土工等, 工事施工ヤードの設置,及び工事用道路等の設置に係る水の濁り

道路環境研究室
曽根真理，山本裕一郎，下田潤一，
木村恵子，足立文玄，並河良治

2009 6

535 2008年5月12日汶川地震（四川大地震）における建築物被害と復興に係わる調査活動の記録
国土技術政策総合研究所，
（独）建築研究所

国土技術政策総合研究所，
（独）建築研究所

2009 5

536 平成20年度道路調査費等年度報告
道路研究部
高度情報化センター　他

道路研究部
高度情報化センター　他

2009 7

542
隣接施設・街路等と連携した都市公園の整備；管理ガイドライン（案）
－都市公園から発信するまちの景観形成－

緑化生態研究室 松江正彦，影本信明 2009 8

544
これからの山腹保全工の整備に向けて
-里地里山の山腹斜面に植生を回復させ、その機能を維持・増進していくためのポイント集-

砂防研究室
河川局砂防部保全課

砂防研究室
河川局砂防部保全課

2009 9

545 平成20年度道路構造物に関する基本データ集 道路構造物管理研究室 玉越隆史，大久保雅憲，北村岳伸 2009 10

546 平成21年度国土技術政策総合研究所講演会講演集 国土技術政策総合研究所 国土技術政策総合研究所 2009 12

555 平成20年度道路空間高度化研究室研究成果資料集 道路空間高度化研究室
金子正洋，松本幸司，
池原圭一，中洲啓太，
橋本裕樹，蓑島治，武田圭介

2009 11

番号 タ  　　イ  　　ト　　ル 刊行年 月

23 受益者の効用に着目した社会資本水準の評価に関する研究 2009 2

24 歴史的文化的価値を踏まえた高齢建造物の合理的な再生・活用技術の開発 2009 3

25 住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究 2009 2

26 人口減少社会に対応した郊外住宅地等の再生・再編手法の開発 2009 2

27 ヒューマンエラー抑制の観点から見た安全な道路・沿道環境のあり方に関する研究 2009 2

28 流域における物質循環の動態と水域環境への影響に関する研究 2009 2

住宅研究部長

道路空間高度化研究室長

環境研究部長

プロジェクトリーダー

国土マネジメント研究官

建設経済研究室長

建築新技術研究官

<プロジェクト研究報告>
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国総研メールサービスのご案内 

 

 国総研メールサービスは、国総研の研究成果等に関するタイムリーな 

       情報や国総研が貢献できる技術支援情報などをお届けします。 

 

       【配信のご案内】 

         ■新着情報 

◇研究活動（基準等の策定・改訂、災害・事故調査の報告、 

技術支援、主な研究成果 

◇国際活動（国際会議の主催・参加、専門家の派遣） 

◇国総研の行事予定（講演会、一般公開、各種イベント） 

■公募情報 

■研究部・センターの近年の活動紹介 

■刊行物の紹介 

  

      メールアドレスをお持ちであれば、どなたでも登録できます。 

配信希望の方は、国総研ホームページ（http://www.nilim.go.jp/） 

よりご利用上の注意事項をご確認の上、ご登録ください。 
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表紙写真：

左上
宍道湖畔で水遊びをする子供たち
（島根県斐川町宍道湖西岸）
　提供：中国地方整備局　出雲河川事務所

右上
田植え直後の水田
（三重県四日市市山田町地内）
　提供：独立行政法人　水資源機構

下
白石川堤と一目千本桜
（宮城県大河原町）
　撮影：(c)HIDENORI FUKUMA/
　　　　SEBUN PHOTO/amanaimages

積雪量の減少と融雪の早期化
～代かき期に使用できる水量が減少する可能性
将来にわたる安定した水利用のためにも気候変動
による影響を評価し適応策を講じる必要がある。

流量流量 ㎥㎥／ｓ／ｓ 時期の早期化時期の早期化

流量の減少流量の減少

代かき期代かき期

＜利根川水系（矢木沢地点）の流量予測＞

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月


